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営業の状況：預金

預金・譲渡性預金残高	 （単位：百万円）

種 類
平成25年9月期末 平成26年9月期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

預

金

流 動 性 預 金 79,525 37.34 85,989 38.93
定 期 性 預 金 131,499 61.74 132,887 60.15
う ち 固 定 金 利 定 期 預 金 129,553 60.82 131,021 59.30
う ち 変 動 金 利 定 期 預 金 9 0.01 7 0.01

そ の 他 1,966 0.92 2,038 0.92
合 計 212,991 100.00 220,916 100.00

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
総 合 計 212,991 100.00 220,916 100.00

預金・譲渡性預金平均残高	 （単位：百万円）

種 類
平成25年9月期 平成26年9月期

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

預

金

流 動 性 預 金 80,633 37.69 86,584 39.54
定 期 性 預 金 132,573 61.96 131,628 60.10
う ち 固 定 金 利 定 期 預 金 130,599 61.03 129,779 59.25
う ち 変 動 金 利 定 期 預 金 9 0.01 8 0.01

そ の 他 754 0.35 791 0.36
合 計 213,961 100.00 219,004 100.00

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
総 合 計 213,961 100.00 219,004 100.00

（注）	1.	 流動性預金＝当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金
	 2.	 定期性預金＝定期預金+定期積金
		  固定金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する定期預金
		  変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金
	 3.	 国内業務部門のみ取扱っております。

定期預金の残存期間別残高	 （単位：百万円）

期別・種類

期　間

平成25年9月期末 平成26年9月期末

定　期　預　金 定　期　預　金

うち固定金利
定 期 預 金

うち変動金利
定 期 預 金

うち固定金利
定 期 預 金

うち変動金利
定 期 預 金

３ か 月 未 満 15,881 15,880 1 14,195 14,194 1
３ か 月 以 上 ６ か 月 未 満 23,805 23,805 0 22,196 22,195 1
６ か 月 以 上 １ 年 未 満 47,489 47,488 0 54,934 54,930 3
１ 年 以 上 ２ 年 未 満 24,228 24,221 7 19,834 19,833 0
２ 年 以 上 3 年 未 満 12,445 12,444 0 14,175 14,175 0
３ 年 以 上 4,630 4,630 ― 4,645 4,645 ―

合 計 128,480 128,471 9 129,981 129,974 7

（注）	本表の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。

預金者別預金残高	 （単位：百万円）

平成25年9月期末 平成26年9月期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）
個 人 162,411 76.25 163,129 73.84
法 人 50,579 23.75 57,787 26.16

一 般 法 人 39,301 18.45 41,819 18.93
金 融 281 0.13 315 0.14
公 金 10,996 5.17 15,652 7.09

合 計 212,991 100.00 220,916 100.00

財形貯蓄残高	 （単位：百万円）

項 目 平成25年9月期末 平成26年9月期末
財 形 年 金 預 金 98 92
財 形 住 宅 預 金 2 3
一 般 財 形 預 金 459 441
合 計 560 537
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貸出金残高	 （単位：百万円）

種 類 平成25年9月期末 平成26年9月期末

手 形 貸 付 6,120 5,884

証 書 貸 付 151,309 154,890

当 座 貸 越 7,069 6,385

割 引 手 形 1,333 1,287

合 計 165,832 168,448

貸出金平均残高	 （単位：百万円）

種 類 平成25年9月期 平成26年9月期

手 形 貸 付 6,456 5,706

証 書 貸 付 149,786 155,748

当 座 貸 越 6,884 5,746

割 引 手 形 1,460 1,415

合 計 164,588 168,616

（注）	国内業務部門のみ取扱っております。

貸出金の残存期間別残高	 （単位：百万円）

期別・種類

期　間

平成25年9月期末 平成26年9月期末
貸　　出　　金 貸　　出　　金

うち変動金利 うち固定金利 うち変動金利 うち固定金利
１ 年 以 下 13,607 11,768
１ 年 超 ３ 年 以 下 9,546 3,281 6,264 11,933 3,799 8,133
３ 年 超 ５ 年 以 下 21,442 5,558 15,883 21,853 5,568 16,284
５ 年 超 ７ 年 以 下 12,917 4,584 8,332 14,759 4,499 10,259
７ 年 超 101,249 25,804 75,444 101,747 22,381 79,366
期 間 の 定 め の な い も の 7,069 2,536 4,532 6,385 2,389 3,995

合 計 165,832 168,448

（注）	残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

貸出金使途別残高	 （単位：百万円）

区 分
平成25年9月期末 平成26年9月期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

設 備 資 金 97,019 58.50 99,106 58.83

運 転 資 金 68,812 41.50 69,341 41.17

合 計 165,832 100.00 168,448 100.00

貸出金の担保別内訳	 （単位：百万円）

種 類 平成25年9月期末 平成26年9月期末
有 価 証 券 102 101
債 権 1,972 1,892
商 品 ― ―
不 動 産 38,756 38,665
そ の 他 ― ―

計 40,830 40,659
保 証 64,014 61,284
信 用 60,987 66,505

合 計 165,832 168,448
（うち劣後特約付貸出金） （272） （272）

支払承諾見返の担保別内訳	 （単位：百万円）

種 類 平成25年9月期末 平成26年9月期末

有 価 証 券 ― ―

債 権 20 41

商 品 ― ―

不 動 産 60 82

そ の 他 ― ―

計 80 123

保 証 ― 80

信 用 570 481

合 計 650 685

営業の状況：貸出
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業種別貸出状況	 （単位：百万円）

業 種 別 平成25年9月期末 平成26年9月期末
貸出金残高 構成比（％） 貸出金残高 構成比（％）

製 造 業 7,235 4.36 7,653 4.54
農 業， 林 業 190 0.11 245 0.15
漁 業 6 0.01 3 0.01
鉱 業， 採 石 業， 砂 利 採 取 業 167 0.10 91 0.05
建 設 業 8,559 5.16 7,926 4.71
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 1,963 1.18 4,860 2.88
情 報 通 信 業 89 0.05 120 0.07
運 輸 業， 郵 便 業 3,500 2.11 3,364 2.00
卸 売 業， 小 売 業 8,990 5.42 8,605 5.11
金 融 業， 保 険 業 5,569 3.36 5,655 3.36
不 動 産 業， 物 品 賃 貸 業 37,785 22.79 37,978 22.55
各 種 サ ー ビ ス 業 19,645 11.85 20,155 11.96
地 方 公 共 団 体 22,271 13.43 23,675 14.05
そ の 他 49,857 30.07 48,113 28.56
合 計 165,832 100.00 168,448 100.00

中小企業等に対する貸出金	 （単位：百万円）
項 目 平成25年9月期末 平成26年9月期末

中 小 企 業 等 向 け 貸 出 金 残 高 133,798 135,604
比 率 80.68％ 80.50％

（注）�中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（た
だし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

消費者ローン・住宅ローン残高	 （単位：百万円）
項 目 平成25年9月期末 平成26年9月期末

住 宅 ロ ー ン 41,371 38,885
消 費 者 ロ ー ン 7,782 8,247
合 計 49,154 47,132

貸出金償却額	 （単位：百万円）
項 目 平成25年9月期 平成26年9月期

貸 出 金 償 却 額 ― ―

貸倒引当金明細表	 （単位：百万円）

区 分 平成25年9月期末 平成26年3月期 当中間期増加額 当中間期減少額 平成26年9月期末 摘　　　　要目的使用 その他
貸
倒

引
当
金

一般貸倒引当金 874 962 797 ― ※962 797 ※洗替による取崩額
個別貸倒引当金 3,338 3,355 3,337 53 ※3,301 3,337 〃

合 計 4,212 4,318 4,135 53 4,264 4,135

リスク管理債権額	 （単位：百万円）

平成25年9月期末 平成26年9月期末
破 綻 先 債 権 344 243
延 滞 債 権 9,393 8,341
３ヵ月以上延滞債権 36 96
貸出条件緩和債権 923 602
合 計 10,697 9,284

金融再生法に基づく開示債権額
	 （単位：百万円）

平成25年9月期末 平成26年9月期末
破産更生債権及び�
これらに準ずる債権 3,796 3,313

危 険 債 権 5,966 5,290
要 管 理 債 権 959 698
小 計 10,722 9,302

正 常 債 権 155,863 159,925
合 計 166,585 169,227

与信債権に占める割合 6.43％ 5.49％

（注）	1.		 「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収
利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96
条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

	 2.		 「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金であります。

	 3.		 「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

	 4.		 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に
該当しないものであります。

（注）	1.		 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権であります。

	 2.		 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権であります。

	 3.		 「要管理債権」とは、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権で、破産更生債
権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないものであります。

	 4.		 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、
上記１．から３．までに掲げる債権以外のものに区分される債権であります。

営業の状況：貸出

事
業
の
概
況

お
客
さ
ま
に
対
す
る
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
機
能
の
発
揮

資
本
金
・
株
式
・
従
業
員

の
状
況

中
間
財
務
諸
表

損
益
の
状
況

営
業
の
状
況

各
種
経
営
指
標

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ（
第
３
の
柱
）

に
基
づ
く
開
示
事
項

011_0215328082701.indd   17 2015/01/22   20:26:17



18

保有有価証券残高	 （単位：百万円）

種 類
平成25年9月期末 平成26年9月期末

構成比（％） うち国内
業務部門

うち国際
業務部門 構成比（％） うち国内

業務部門
うち国際
業務部門

国 債 5,872 10.97 5,872 ― 6,726 11.80 6,726 ―
地 方 債 3,898 7.28 3,898 ― 6,320 11.09 6,320 ―
社 債 30,577 57.10 30,577 ― 30,924 54.24 30,924 ―
株 式 4,610 8.61 4,610 ― 5,348 9.38 5,348 ―
そ の 他 の 証 券 8,592 16.04 6,162 2,429 7,689 13.49 6,481 1,207
う ち 外 国 債 券 2,429 2,429 1,207 1,207
う ち 外 国 株 式 ― ― ― ―

合 計 53,551 100.00 51,121 2,429 57,008 100.00 55,801 1,207
（注）	貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております。

保有有価証券平均残高	 （単位：百万円）

種 類
平成25年9月期 平成26年9月期

構成比（％） うち国内
業務部門

うち国際
業務部門 構成比（％） うち国内

業務部門
うち国際
業務部門

国 債 8,211 15.31 8,211 ― 6,469 12.15 6,469 ―
地 方 債 3,425 6.39 3,425 ― 5,743 10.79 5,743 ―
社 債 29,815 55.61 29,815 ― 29,698 55.77 29,698 ―
株 式 3,780 7.05 3,780 ― 4,375 8.22 4,375 ―
そ の 他 の 証 券 8,386 15.64 5,600 2,786 6,962 13.07 5,691 1,270
う ち 外 国 債 券 2,786 2,786 1,270 1,270
う ち 外 国 株 式 ― ― ― ―

合 計 53,619 100.00 50,833 2,786 53,249 100.00 51,979 1,270

公共債の引受額	 （単位：百万円）
種 類 平成25年9月期 平成26年9月期

国 債 ― ―
地 方 債 ・ 政 保 債 100 100
合 計 100 100

（注）	額面ベースで記載しております。

有価証券の残存期間別残高	 （単位：百万円）

期別・種類
期　間

平成25年9月期末

国　　債 地 方 債 社　　債 株　　式 その他の証券
うち外国債券 うち外国株式

１ 年 以 下 ― 81 3,421 754 398
１ 年 超 ３ 年 以 下 2,221 78 4,772 1,391 498
３ 年 超 ５ 年 以 下 1,000 263 5,143 1,127 200
５ 年 超 ７ 年 以 下 ― 37 6,983 733 404
７ 年 超 10 年 以 下 2,649 3,438 10,257 476 ―
10　　　　年　　　　超 ― ― ― 927 927
期 間 の 定 め の な い も の ― ― ― 4,610 3,181 ― ―
合 計 5,872 3,898 30,577 4,610 8,592 2,429 ―

	 （単位：百万円）

期別・種類
期　間

平成26年9月期末

国　　債 地 方 債 社　　債 株　　式 その他の証券
うち外国債券 うち外国株式

１ 年 以 下 57 53 2,521 578 499
１ 年 超 ３ 年 以 下 3,162 50 5,883 844 ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 ― 261 4,674 974 200
５ 年 超 ７ 年 以 下 213 12 8,531 684 401
７ 年 超 10 年 以 下 3,292 5,942 9,212 786 ―
10　　　　年　　　　超 ― ― 101 106 106
期 間 の 定 め の な い も の ― ― ― 5,348 3,713 ― ―
合 計 6,726 6,320 30,924 5,348 7,689 1,207 ―

（注）	自己株式は「株式」から除いております。

商品有価証券売買高（ディーリング実績）	 （単位：百万円）
種 類 平成25年9月期 平成26年9月期

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
合 計 ― ―

国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売実績	（単位：百万円）
種 類 平成25年9月期 平成26年9月期

国 債 11 ―
地 方 債 ・ 政 保 債 ― ―
合 計 11 ―
証 券 投 資 信 託 2,224 1,383

商品有価証券平均残高	 （単位：百万円）
種 類 平成25年9月期 平成26年9月期

商 品 国 債 8 3
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―
合 計 8 3

営業の状況：証券
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営業の状況：時価情報

時価情報
満期保有目的の債券	 （単位：百万円）

種　　類
平成25年9月期末 平成26年9月期末

中間貸借対照表
計上額 時　価 差　額 中間貸借対照表

計上額 時　価 差　額

時価が中間貸借対照表計上
額を超えるもの

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 400 416 16 400 418 18
小 計 400 416 16 400 418 18

時価が中間貸借対照表計上
額を超えないもの

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 825 783 △41 ─ ─ ─
小 計 825 783 △41 ─ ─ ─
合 計 1,225 1,199 △25 400 418 18

その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　類
平成25年9月期末 平成26年9月期末

中間貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 中間貸借対照表

計上額 取得原価 差　額

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 3,362 2,352 1,009 4,121 3,264 857
債 券 36,269 35,537 732 42,768 41,751 1,016
国 債 5,872 5,807 64 6,726 6,603 122
地 方 債 3,501 3,446 54 6,320 6,164 155
社 債 26,895 26,283 612 29,722 28,982 739

そ の 他 5,299 4,649 650 6,561 5,587 973
小 計 44,930 42,539 2,391 53,451 50,603 2,847

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 1,072 1,275 △202 1,050 1,140 △89
債 券 4,079 4,116 △36 1,202 1,207 △5
国 債 ─ ─ ─ ― ― ―
地 方 債 397 399 △2 ― ― ―
社 債 3,681 3,716 △34 1,202 1,207 △5

そ の 他 2,049 2,190 △141 710 769 △58
小 計 7,201 7,581 △380 2,963 3,117 △153
合 計 52,132 50,121 2,011 56,415 53,721 2,693

減損処理を行った有価証券
（平成25年9月期）
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原
価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもっ
て中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間会計期間の損失として処理（以下、「減損処理」という。）してお
ります。
　当中間会計期間における減損処理額は、該当ありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、中間会計期間末日の時価の下落率が簿価の30％以上であるも
のを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することと
して減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減損処理
を行っております。
（平成26年9月期）
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原
価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもっ
て中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間会計期間の損失として処理（以下、「減損処理」という。）してお
ります。
　当中間会計期間における減損処理額は、該当ありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、中間会計期間末日の時価の下落率が簿価の30％以上であるも
のを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することと
して減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減損処理
を行っております。
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金銭の信託関係
平成25年9月期末及び平成26年9月期末において、該当事項はありません。

その他有価証券評価差額金
中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。

	 （単位：百万円）
平成25年9月期末 平成26年9月期末

評価差額 2,011 2,693
その他有価証券 2,011 2,693
その他の金銭の信託 ― ―

（△）繰延税金負債 715 952
その他有価証券評価差額金 1,295 1,741

デリバティブ取引
当行は、平成25年9月期末及び平成26年9月期末においてデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

その他の業務
【内国業務】
内国為替取扱高	 （単位：百万円）

区 分 平成25年9月期 平成26年9月期
口数（千口） 金　　額 口数（千口） 金　　額

送 金 為 替 各 地 へ 向 け た 分 239 140,125 242 141,196
各 地 よ り 受 け た 分 319 146,672 327 158,629

代 金 取 立 各 地 へ 向 け た 分 3 3,000 2 2,498
各 地 よ り 受 け た 分 1 1,675 0 1,300

営業の状況：時価情報／デリバティブ取引／その他の業務
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